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１.環境省の取組み

気候変動適応法の概要

国、地方公共団体、事業者、国民が気候変動適応の推進のため担うべき役割を明確化。【適応法第三条～第六条】
国は、農業や防災等の各分野の適応を推進する気候変動適応計画を策定（H30年11月27日閣議決定）。【第七条】
その進展状況について、把握・評価手法を開発。【適応法第九条】
環境省が、気候変動影響評価をおおむね５年ごとに行い、その結果等を勘案して計画を改定。【適応法第十条、第八条】

１．適応の総合的推進

２．情報基盤の整備 ３．地域での適応の強化
適応の情報基盤の中核として国立環境研究所を
位置付け。【適応法第十一条】

各分野において、信頼できるきめ細かな情報に基づく効果的な適応策の推進
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４．適応の国際展開等
事業者及び国民の理解促進。【適応法第十七条】
国際協力の推進。【適応法第十八条】
事業者の適応/適応ビジネスの促進。【適応法第十九条】

都道府県及び市町村に、地域気候変動適応計画策定の努力
義務。【適応法第十二条】
地域において、適応の情報収集・提供等を行う体制（地域気
候変動適応センター）を確保。 【適応法第十三条】
広域協議会を組織し、国と地方公共団体等が連携して地域に
おける適応策を推進。 【適応法第十四条】

「気候変動適応情報プラットフォーム」（国立環境研究所サイト）
の主なコンテンツ

http://www.adaptation-platform.nies.go.jp/index.html

コメの収量
の将来予測

砂浜消失率
の将来予測

＜対象期間＞
21世紀末（2081
年～2100年）
＜シナリオ＞
厳しい温暖化対
策をとった場合
(RCP2.6)

※品質の良いコメの収量

将来影響の科学的知見に基づき、
・高温耐性の農作物品種の開発・普及
・魚類の分布域の変化に対応した漁場の整備
・堤防・洪水調整施設等の着実なハード整備
・ハザードマップ作成の促進
・熱中症予防対策の推進 等

[平成三十年法律第五十号]
平成30年６月13日公布
平成30年12月1日施行
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１.環境省の取組み

気候変動影響評価報告書の概要
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１.環境省の取組み

気候変動影響評価報告書の概要
●気候変動による影響の評価結果

分野 大項目 小項目 重大性
(RCP2.6/8.5)

緊急性 確信度
農業・
林業・
水産業

農業 水稲 ●/● ● ●
野菜等 ◆ ● ▲
果樹 ●/● ● ●
麦、大豆、飼料作物等 ● ▲ ▲
畜産 ● ● ▲
病害虫・雑草等 ● ● ●
農業生産基盤 ● ● ●
食料需給 ◆ ▲ ●

林業 木材生産（人工林等） ● ● ▲
特用林産物（きのこ類等） ● ● ▲

水産業 回遊性魚介類（魚類等の生態） ● ● ▲
増養殖業 ● ● ▲
沿岸域・内水面漁場環境等 ●/● ● ▲

水環境・
水資源

水環境 湖沼・ダム湖 ◆/● ▲ ▲
河川 ◆ ▲ ■
沿岸域及び閉鎖性海域 ◆ ▲ ▲

水資源 水供給（地表水） ●/● ● ●
水供給（地下水） ● ▲ ▲
水需要 ◆ ▲ ▲

自然
生態系

陸域生態系 高山・亜高山帯 ● ● ▲
自然林・二次林 ◆/● ● ●
里地・里山生態系 ◆ ● ■
人工林 ● ● ▲
野生鳥獣による影響 ● ● ■
物質収支 ● ▲ ▲

淡水生態系 湖沼 ● ▲ ■
河川 ● ▲ ■
湿原 ● ▲ ■

沿岸生態系 亜熱帯 ●/● ● ●
温帯・亜寒帯 ● ● ▲

海洋生態系 ● ▲ ■
その他 生物季節 ◆ ● ●

分布・個体群の変動 (在来生物) ● ● ●
(外来生物) ● ● ▲

生態系サービス ● ― ―
流域の栄養塩・懸濁物質の保持機能等 ● ▲ ■
沿岸域の藻場生態系による水産資源の供給機能
等 ● ● ▲
サンゴ礁によるEco-DRR機能等 ● ● ●
自然生態系と関連するレクリエーション機能等 ● ▲ ■

分野 大項目 小項目 重大性
(RCP2.6/8.5) 緊急性 確信度

自然災害
・沿岸域

河川 洪水 ●/● ● ●
内水 ● ● ●

沿岸 海面上昇 ● ▲ ●
高潮・高波 ● ● ●
海岸侵食 ●/● ▲ ●

山地 土石流・地すべり等 ● ● ●
その他 強風等 ● ● ▲
複合的な災害影響

健康 冬季の温暖化 冬季死亡率等 ◆ ▲ ▲
暑熱 死亡リスク等 ● ● ●

熱中症等 ● ● ●
感染症 水系・食品媒介性感染症 ◆ ▲ ▲

節足動物媒介感染症 ● ● ▲
その他の感染症 ◆ ■ ■

その他 温暖化と大気汚染の複合影響 ◆ ▲ ▲
脆弱性が高い集団への影響
（高齢者・小児・基礎疾患者等） ● ● ▲
その他の健康影響 ◆ ▲ ▲

産業・
経済活動

製造業 ◆ ■ ■
食品製造業 ● ▲ ▲

エネルギー エネルギー需給 ◆ ■ ▲
商業 ◆ ■ ■

小売業 ◆ ▲ ▲
金融・保険 ● ▲ ▲
観光業 レジャー ◆ ▲ ●

自然資源を活用したレジャー等 ● ▲ ●
建設業 ● ● ■
医療 ◆ ▲ ■
その他 その他（海外影響等） ◆ ■ ▲
その他 その他（その他） ― ― ―

国民生活・
都市生活

都市インフラ、
ライフライン等 水道、交通等 ● ● ●

文化・歴史などを
感じる暮らし 生物季節、

伝統行事・地場産業等

（生物季
節） ◆ ● ●

（地場産
業） ― ● ▲

その他 暑熱による生活への影響等 ● ● ●
分野間の
影響の連鎖

インフラ・ライフラインの
途絶に伴う影響

重大性
● ：特に重大な影響が

認められる
◆ ：影響が認められる
― ：現状では評価

できない
緊急性、確信度
●：高い
▲：中程度
■：低い
―：現状では評価

できない

凡例

※表中の網掛けは、前回の影響評価から項目・評価結果の変更・更新があった箇所



7

１.環境省の取組み

気候変動影響評価報告書の概要
●自然災害・沿岸域分野の影響の概要
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１.環境省の取組み

気候変動適応計画（令和3年10月22日閣議決定）の概要

気候変動影響の被害
の防止・軽減

目標

基本戦略
1 あらゆる関連施策に気候変動適応を組み込む
2 科学的知見に基づく気候変動適応を推進する

3 我が国の研究機関の英知を集約し、情報基盤を整備する

地域の実情に応じた気候変動適応を推進する
国民の理解を深め、事業活動に応じた気候変動適応を促進する

6 開発途上国の適応能力の向上に貢献する

7 関係行政機関の緊密な連携協力体制を確保する

国民事業者

政府

地方公共団体
・適応の率先実施
・多様な関係者の
適応促進

・地域の適応の推進
・地域の関係者の
適応促進

・適応行動の実施
・適応施策への協力

・事業に応じた
適応の推進
・適応ビジネスの推進

国立環境研究所
・適応の情報基盤の整備
・地方公共団体等の

技術的援助

基本的役割

５

４

気候変動影響による被害の防止・軽減、国民の生活の
安定、社会・経済の健全な発展、自然環境の保全及び
国土の強靱化を図り、安全・安心で持続可能な社会を
構築することを目指す

７つの基本戦略の下、関係府省庁が緊密に
連携して気候変動適応を推進

計画期間 今後おおむね５年間
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気候変動の影響と適応策（分野別の例）

影響 高温によるコメの品質低下
適応策 高温耐性品種の導入

影響 土石流等の発生頻度の増加
適応策 砂防堰堤の設置等

影響 洪水の原因となる大雨の増加
適応策 「流域治水」の推進

影響 灌漑期における地下水位の低下
適応策 地下水マネジメントの推進等

影響 造礁ｻﾝｺﾞ生育海域消滅の可能性
適応策 順応性の高いサンゴ礁生態系の保全

影響 熱中症による死亡リスクの増加
適応策 高齢者への予防情報伝達

影響 様々な感染症の発生リスクの変化
適応策 気候変動影響に関する知見収集

影響 安全保障への影響
適応策 影響最小限にする視点での施策推進

PDCAサイクルの下、分野別・基盤的施策に関するKPIの設定、国・地方自治体・国民の各レベルで気候変動適応を
定着・浸透させる観点からの指標(*)の設定等による進捗管理を行うとともに、適応の進展状況の把握・評価を実施
(*)分野別施策KPI（大項目）の設定比率、地域適応計画の策定率、地域適応センターの設置率、適応の取組内容の認知度など

進捗管理

気候変動適応に関する基盤的施策
• 気候変動等に関する科学的知見の充実及び
その活用

• 気候変動等に関する情報の収集、整理、分
析及び提供を行う体制の確保

• 地方公共団体の気候変動適応に関する施
策の促進

• 事業者等の気候変動適応及び気候変動適
応に資する事業活動の促進

• 気候変動等に関する国際連携の確保及び国
際協力の推進



9

１.環境省の取組み

自然生態系を基盤とする防災減災推進【ポテンシャルマップ事業の概要】
●ポテンシャルマップ事業の概要
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１.環境省の取組み

自然生態系を基盤とする防災減災推進【ポテンシャルマップ事業の概要】
●ポテンシャルマップを活用した施策検討イメージ
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１.環境省の取組み

自然生態系を基盤とする防災減災推進【ポテンシャルマップ事業の概要】
●事業の流れ
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１.環境省の取組み

Eco-DRRに関する基本的考え方の整理と事例集の作成

●Eco-DRRに関する基本的考え方の整理 ●Eco-DRRに関する事例集の作成
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１.環境省の取組み

Eco-DRRに関する基本的考え方の整理と事例集の作成
●参考：様々な生態系における防災・減災（Eco-DRR）の国内事例



２.関東地方環境事務所の取組み
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１.関東地方環境事務所の取組み

気候変動適応法第14条に基づく広域協議会等の設置・運営

気候変動適応関東広域協議会
第６回：R３年８月、 第７回：R4年2月 事務局：関東地方環境事務所

暑熱対策分科会
R3年７月,12月

災害対策分科会
R3年７月,12月

地域適応策検討分科会
R3年７月、R4年2月

普及啓発活動
関東地方環境事務所主催

【アドバイザー】

連携

【構成員】
＜地方自治体＞
茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、
新潟県、山梨県、静岡県、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、
相模原市、新潟市、静岡市、浜松市（環境主管課長）

＜地域気候変動適応センター＞
茨城大学、栃木県環境森林部、群馬県環境森林部、
埼玉県環境科学国際センター、千葉県環境研究センター、
（公財）東京都環境公社東京都環境科学研究所気候変動適応センター、
神奈川県環境科学センター、新潟県保健環境科学研究所、
山梨県環境・エネルギー部、静岡県環境衛生科学研究所、
川崎市環境総合研究所

＜地方支分部局＞
農林水産省 関東農政局、北陸農政局（生産技術環境課長）、

関東森林管理局（企画調整課長）
経済産業省 関東経済産業局（地域エネルギー推進課長）
国土交通省 関東地方整備局、北陸地方整備局、中部地方整備局（企画課長）、

関東運輸局、北陸信越運輸局、中部運輸局（環境・物流課長）
気象庁 東京管区気象台（気候変動・海洋情報調整官）
環境省 関東地方環境事務所（環境対策課長）

敬称略 五十音順 *1:分科会座長、*2：協議会議長

都県別 区市町村意見交換会（勉強会）
R3年７-8月、12月（各２回/年）

２年目：東京都、神奈川県
１年目：栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、山梨県

【オブザーバー】

氏名 所属

小野 雅司*1 国立環境研究所エコチル調査コアセンター
客員研究員

加藤 孝明*1 東京大学 生産技術研究所 人間・社会系部門
都市基盤安全工学国際研究センター 教授

田中 充*1*2 法政大学 社会学部 社会政策科学科 教授

国立環境研究所 気候変動適応センター

1都9県の区市町村、関東管内地域気候変動適応センター、
関東管内地方気象台、文部科学省、環境省気候変動適応室

●気候変動適応関東広域協議会の運営・開催（R3年度）
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１.関東地方環境事務所の取組み

気候変動適応広域アクションプランの策定（令和２～令和４年度）

※R3年度気候変動適応アクションプラン策定事業 全国大会における関東協議会事業報告より抜粋
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１.関東地方環境事務所の取組み

適応法に基づく地域適応計画の策定状況

2022年２月８日現在で113自治体(45都道府県、18政令市、50市区)
が地域気候変動適応計画を策定※気候変動適応情報プラットフォーム調べ
地域気候変動適応計画
• 気候変動の影響は地域により異なるため、地域の実
情に応じた適応の取組をすることが重要

• 地域の実情に応じた適応の取組を実施するため、地
域気候変動適応計画を策定 東北地域

宮城県 仙台市

秋田県 秋田市

山形県 鶴岡市

福島県 福島市

郡山市

関東地域

茨城県 ひたちなか市

土浦市

栃木県 宇都宮市

日光市

大田原市

那須塩原市

埼玉県 さいたま市

熊谷市

草加市

越谷市

戸田市

三郷市

千葉県 柏市

木更津市

船橋市

北海道地域

北海道 札幌市

稚内市

富良野市

北広島市

石狩市

中部地域

富山県 富山市

石川県 加賀市

愛知県 名古屋市

春日井市

一宮市

豊川市

長久手市

近畿地域

京都府 京都市

大阪府 大阪市

堺市

岸和田市

高槻市

兵庫県 神戸市

尼崎市

中国四国地域

岡山県 岡山市

広島県 広島市

福山市

山口県 下関市

九州・沖縄地域

福岡県 北九州市

福岡市

佐賀県 佐賀市

大分県 大分市

東京都 千代田区

港区

中野区

荒川区

板橋区

練馬区

葛飾区

八王子市

武蔵野市

小金井市

神奈川県 横浜市

川崎市

相模原市

横須賀市

茅ヶ崎市

厚木市

新潟県 新潟市

静岡県 静岡市

浜松市

島田市






